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Ⅰ　は じ め に
　本稿の目的は，民法（債権関係）改正における新民法 509 条の適用をめぐり，責任保
険の加入者の双方物損事故による交叉的不法行為が発生し，相互の損害賠償債務につき
相殺がなされた場合において，責任保険上のどのような法律関係が生じるのかを検討す
ることにある1）。
　改正前民法 509 条は，「債務が不法行為によって生じたときは，その債務者は，相殺
をもって債権者に対抗することができない。」と規定して，不法行為により生じた債権
を受働債権とする相殺を広く禁止していた。しかし，2017 年 5 月 26 日に成立し同年
6月 2日に公布された民法（債権関係）改正により，民法 509 条は修正された。新民法
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509 条によれば，「悪意による不法行為に基づく損害賠償の債務」（同 1号）および「人
の生命又は身体の侵害による損害賠償の債務」（同 2号）に掲げる債務の債務者が相殺
をもって債権者に対抗することは，原則的にできないとされた2）。すなわち，改正前民
法 509 条は，不法行為により生じた債権を受働債権とする相殺を一般的に禁止していた
のに対し，新民法 509 条は，不法行為により生じた債権を受働債権とする相殺の禁止の
及ぶ範囲を，「悪意による不法行為に基づく損害賠償の債務」および「人の生命又は身
体の侵害による損害賠償の債務」に限定したのである。
　この新民法 509 条をめぐる解釈上の論点としては，同条の「悪意」の解釈が挙げられ
るが3），加えて，双方物損事故における新民法 509 条の適用と責任保険との関係が重要
な問題となるだろう。すなわち，当該不法行為が交通事故により発生したときであって
不法行為者が責任保険に加入していた場合に，相殺が許容されるべきか，相殺が許容さ
れるとしたら責任保険の保険者と被保険者との関係は影響を受けるのかという問題であ
る。
　本来，上で紹介した新民法 509 条の文言に従えば，双方過失による交通事故において
は，不法行為者が責任保険に加入していた場合かどうかを問わず，同 509 条が適用され
るはずである。にもかかわらず，責任保険の場面が特に問題となるのは，相殺により損
害賠償債権が消滅するからである。すなわち，改正前民法 509 条の解釈論においては，
交叉的不法行為により生じた物損に基づく債権を受働債権とする相殺に関して，これを
一般に禁止する必要はないとしても，当該不法行為が交通事故により発生したときで
あって不法行為者が責任保険に加入していた場合については，もし保険会社が被保険者
に対し相殺による債権消滅を理由に支払を免れうるとすれば，これは望ましくないと指
摘されていた。
　さて，新民法の 509 条の文言は，上述したように，改正前民法 509 条と異なり，過失
による交叉的不法行為により生じた物損に基づく債権を受働債権とする相殺を禁止して
いない。しかし，改正前民法 509 条下でなされた，交叉的不法行為の不法行為者が責任
保険に加入していた場合には相殺を認めることは望ましくないという視点は，新民法下
の解釈にも，改正前民法におけるのとは逆方向から影響を及ぼすことになろう。改正前
民法下の議論は，以下の通りである。交叉的不法行為に対しては原則として改正前民法
509 条の適用を排除するべきであるが，当事者が責任保険に加入している場合において
は，例外として同 509 条を適用して相殺を禁止するべきである。なぜなら，もし相殺を
認めるならば加害者である被保険者が保険者である保険会社から給付を受けることが出
来なくなるから不都合であることが，その理由である。こうした交叉的不法行為と責任
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保険に関する解釈論が，新民法 509 条下で，どのように位置づけられるのかが問題とな
る。また，後述するように，結局，保険者が相殺によってどのような影響を受けるかは
保険約款の規定に依拠するわけであるから，当該問題は保険約款の規定の定め方や解釈
にも関わってくるといえる。
　以下，本稿の目的である，民法（債権関係）改正における新民法 509 条下の交叉的不
法行為たる双方物損事故での相殺と責任保険の問題を検討するにあたり，まず，以下の
第Ⅱ節で，当該問題についての新民法 509 条の立案過程の議論状況を概説した上で，第
Ⅲ節で，新法下における双方物損事故場面における責任保険のあり方を含めて，交叉的
不法行為たる双方物損事故での相殺と責任保険の問題を検討する。
Ⅱ　改正前民法下および新民法下の議論の概況
　本稿で問題としているのは，具体的には，以下のような状況である。
　　　　　　　　　　　　　100 万円
Aの加入保険会社　　　A　　　　　　　　　　　　　　　　B　　　Bの加入保険会社
30 万円　　　　　　　　　　　　　
　各々任意保険に加入している A，B 双方の事故で，両車両が損傷し，A が B に対し
物損として 100 万円の損害賠償請求権を有し B が A に対し物損として 30 万円の損害賠
償請求権を有しているとき，A が B に対し，A が B に対して有する債権を自働債権，B
が A に対して有する債権を受働債権として相殺の意思表示を行った場合においては，A
の 100 万円の債権と B の 30 万円の債権が対当額で消滅する結果，A の B に対する 70
万円の債権が残ることになる。仮に相殺がなされない場合には，A は，B に対し，100
万円の請求権を有し，B 加入の保険会社から 100 万円の保険金が支払われることにな
り，他方，B は，A に対し，30 万円の請求権を有し，A 加入の保険会社から 30 万円の
保険金が支払われることになるはずである。しかし，A が B に対し相殺の意思表示を
することにより，自働債権者の A は B 加入の保険会社から 70 万円のみの支払を受ける
にとどまり，他方の受働債権者の B は A 加入保険会社からは保険金の支払を受けるこ
とができないということになる。そうすると，A 加入保険会社は，B に対し 30 万円の
支払を免れ，同時に B 加入保険会社は，A に対し 30 万円の支払を免れるということに
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なるとすれば，その結果として，A および B はいずれも，損害全額については補塡を
受けることはできなくなるが，こうした不公平な結果をどのように考えるかが問題とな
るのである。
1．新民法立案前の議論
　一般に，改正前民法 509 条の趣旨として，①被害者に現実の給付を得させることによ
る被害者の保護および②不法行為の誘発の防止の二つが挙げられるが，周知のように，
従来から，改正前民法 509 条が不法行為によって生じた債権を受働債権とする相殺を一
律に禁止しているのは広きに失するという指摘がされてきた。まず，①については，被
害者の損害が生命や身体にかかわる重大なものである場合にはともかく，財産上の損害
である場合には必ずしも妥当しないとされ，逆に，債務不履行へも同条を適用する文言
の方が適切ではないかとされた4）。②については，害意があって損害を加えた不法行為
の場合だけを禁止すれば足りる，不法行為が交叉的に同時に発生したような交叉的不法
行為の場合には該当しないと考えられてきた。そこで，少なくとも①および②の趣旨が
妥当しない場合には，相殺による簡易な決済が認められるようにすべきであるという改
正の方向性が唱えられたのである5）。
　しかし，最高裁判所は，双方物損の交叉的不法行為に関して，最高裁判所の判決とし
ては相殺を否定する判例を出している（最判昭和 49 年 6 月 28 日民集 28 巻 5 号 666 頁）。こ
の昭和 49 年最高裁判決の事案概要および判旨は以下の通りである。
　X1（自動車教習所経営者）が所有する甲車を従業員 X2 が，Y1（陸送会社）の所有する
乙車を従業員 Y2 が，それぞれ運転していたところ，交差点を黄色灯火に従って進行し
た X2 運転の甲車と赤色灯火にもかかわらず進行した Y2 運転する乙車とが衝突し，甲
車と乙車が共に破損し，X2 およびその同乗者が受傷したという事案である。X1 の物損
に基づく損害（代車購入費・これに伴う自動車保険料等の諸経費・休業損）の賠償請求に対
しては，Y1 は，乙車修理費をもって X1 の被用者 X2 が Y1 に加えた不法行為に基づく
損害であるとし，よって Y1 が X1 に対して取得した債権を自働債権として相殺すると
主張した。
　原審である東京高等裁判所は X2，Y2 の過失を 2：8と判示した上で，同一事故に基
づく損害賠償債権の相互の相殺については，民法 509 条の適用がないとして，Y1 の相
殺の主張を認め，損害を認定して過失相殺をした上で，対当額で相殺をした。これに対
し，X1 側が民法 509 条の明文を無視しているとして上告した。
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　上告審である最高裁判所は，「民法五〇九条の趣旨は，不法行為の被害者の現実の弁
済によって損害の塡補を受けさせること等にあるから，およそ不法行為による損害賠償
を負担している者は，被害者に対する不法行為による損害賠償債権を有している場合で
あっても，被害者に対しその債権をもって対当額につき相殺により右債務を免れること
は許されないものであると解するのが，相当である」とした上で6），「本件のように双
方の被用者の過失に基因する同一交通事故によって生じた物的損害に基づく損害賠償債
権相互間においても，民法五〇九条により相殺が許されないというべきである」と判示
した。なお，新民法の下において，いわゆる交叉的不法行為にも相殺禁止が妥当するの
かをめぐっての議論は解釈に委ねられているとされるものの7），過失による双方物損の
場合は相殺が肯定されるとみるのが文言上自然であり，したがって，この昭和 49 年判
例自体は今回の改正により実質的に変更されたということになろう。
　従来，同条の相殺禁止が，いわゆる交叉的不法行為にも妥当するのかをめぐっては，
議論が続けられてきており，学説，および最高裁昭和 49 年判決における原審である東
京高等裁判所のような下級審においては，自動車事故のような交叉的不法行為，とりわ
け両方とも物損の交叉的不法行為においては，509 条の適用が排除されて相殺が認めら
れるべきであるという立場が，昭和 49 年最高裁判決当時から有力に唱えられてきた8）。
しかし，同時に，昭和 49 年最高裁判決に関連しては，理由づけについて問題はあるが，
相殺を禁止した昭和 49 年判決の結論自体は正当であるという立場も又，有力に主張さ
れてきている。この立場は，倉田卓治元判事の論文を契機としており9），民法学の論者
にも一定の評価を受けているといえよう 10）。当該見解は，自動車の衝突事故である点
に着目しており，自動車の衝突事故においては，当事者双方とも責任保険に加入してい
るのが通常であって，このような場合には相殺によって双方の受ける賠償額を減額する
よりも相殺を認めない方が，損害保険会社から全額の弁済を受けることができ，被害者
の現実の給付を得させる 509 条の趣旨に適うとされるのである。
　これに対し，過失による物損に基づく損害賠償請求権を受働債権として相殺しても，
法律的にも，経済的にも，保険給付義務の消長には影響しないと考えるべきという指摘
もある。まず，法律的には，責任保険契約は，保険法 17 条 2 項による「損害賠償の責
任を負うことによって生ずることのある損害をてん補する」損害保険契約であるから，
損害賠償債務は成立している点では相違なく，それが後日相殺により消滅したというに
とどまるから，保険会社の給付義務に影響を与えるものではないとされる。次に，経済
的にみても，相殺による損害賠償債務の消滅は，自働債権の消滅という出捐により生じ
ているから，当事者が損害賠償の責任を負うという事態は生じていることは疑いないと
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する 11）。
2 ．立案過程での議論
　では，立案過程である法制審議会の民法（債権関係）部会では，民法 509 条および責
任保険が付けられている場合の双方物損における交叉的不法行為と相殺の適否という問
題はどのように扱われたのか。
　法制審部会は，2009（平成 21）年 11 月 24 日の第 1回から，2015（平成 27）年 2月 10
日まで 4年余りにわたり 99 回の会議を開催した。この会議の過程は 3つのレベル， 1）
2011（平成 23）年 4月 12 日の第 26 回民法（債権関係）部会で決定された中間的論点整
理までの議論， 2）2013（平成 25）年 2月 26 日の第 71 回同部会で決定された中間試案
までの議論，3）第 99 回同部会で決定された「民法（債権関係）の改正に関する要綱案」
までの議論に分けて整理するのが便利であり，これに従って整理を行う 12）。
⑴　中間的論点整理までの議論
　当初から民法 509 条については何らかの形で限定的に解釈すべきであるという見直し
の方向性で議論が進められている 13）。ただし，民法（債権関係）部会第 8回議事録にお
いては，岡（正）委員が，「弁護士会の多くの意見は見直しに反対で」あること，「合意
相殺は認められるはずで，過失の場合に合意相殺で処理されている場合があることはそ
の通りですし，それで十分ではないかと。」としつつ，「過失による損害賠償も原則とし
てはお互いに払い合う。その方が保険実務にとっても有利だし，あえて，ここを絞り込
む必要性はないのではないかという意見の方が多」いと発言し，見直しの方向性への反
論もみられる 14）。当該発言の保険実務にとって有利だという箇所は，上述の元倉田判
事の見解に依拠して，過失による物損に基づく損害賠償請求権を受働債権として相殺し
た場合には保険給付義務の消長に影響する結果として被保険者にとって不利な結果に
なるという懸念を表明していると考えられる。その後の 2011（平成 23）年 4月 12 日の
中間的論点整理においては，［A 案］と［B 案］の二つの見解が示されている。［A 案］
は，〈民法 509 条を維持した上で，当事者双方の過失によって生じた同一の事故によっ
て，双方の財産権が侵害されたときに限り，相殺を認めるという考え方〉であり，他方，
［B 案］は，〈民法 509 条を削除し，以下の⑴ ⑵ ⑶のいずれかの債権を受働債権とする
場合に限り，相殺を禁止するという考え方（⑴債務者が債権者に対して損害を与える意図で
加えた不法行為に基づく損害賠償請求権，　⑵債務者が債権者に対して損害を与える意図で債務
121第 14 巻第 4号（2018）
双方物損事故における新民法 509 条の適用と責任保険
を履行しなかったことに基づく損害賠償請求権，⑶生命又は身体の侵害があったことに基づく損
害賠償請求権〉である 15）。［A 案］とは，当事者双方の過失により同一の事実から生じた
双方的不法行為による損害賠償請求権については，民法第 509 条の不法行為の誘発の防
止の趣旨が妥当しないことから相殺を禁止する理由がないとして，この場合について例
外的に相殺を認めるとするという案である。他方，［B 案］とは，民法第 509 条が相殺
を禁止する理由としての上述の①および②が妥当する場合として⑴から⑶の債権を想定
した上で，この種の債権を受働債権とする相殺を個別的に禁止すれば足り，これ以外の
場面については広く相殺を認めるべきであるとする案である。また，中間的論点整理補
足説明（以下「論点整理補足説明」という。）においては，［A 案］および［B 案］双方へ
の反対意見として，過失による損害賠償請求についても，原則としてはお互いに支払合
う，つまり相殺を認めない方が，当事者双方の保険金請求が認められている保険実務に
おいて有利であるとして，相殺が禁止される範囲を限定する必要がないという指摘があ
ることも紹介されている 16）。
⑵　中間試案までの議論
　2013（平成 25）年 2月 26 日の中間試案では，中間的論点整理における B 案に従い，
以下のような内容が示された。
　民法第 509 条の規律を改め，次に掲げる債権の債務者は，相殺をもって債権者に
対抗することができないものとする。
　⑴ 　債務者が債権者に対して損害を与える意図で加えた不法行為に基づく損害賠
償債権
　⑵ 　債務者が債権者に対して損害を与える意図で債務を履行しなかったことに基
づく損害賠償債権
　⑶　生命又は身体の侵害があったことに基づく損害賠償債権
　中間試案までの民法（債権関係）部会の議論においても，論点整理補足説明と同様，
相殺によって債務が消滅することで責任保険の給付に影響が与えられるのではないかと
いう懸念に基づき責任保険の保険給付を利用して損害を現実に賠償させる方が便宜であ
るという意見と，これに対して，責任保険の保険給付が消滅するわけではないので相殺
を認めるべきであるという意見とが分かれているといえよう。同部会資料中に，責任保
険が付けられている場合の双方物損における交叉的不法行為については，自動車事故の
ように責任保険の保険給付によって損害が塡補されうる場合には相殺を認めずに保険給
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付を利用してそれぞれの損害を現実に賠償させる方が被害者保護という民法 509 条の趣
旨に合致するという指摘があるとしながらも，これに対して，相殺によって保険会社の
責任保険の保険給付義務が消滅するわけではないという主張があることが紹介されてい
る。この見解によれば，損害賠償債権が相殺で消滅したとしても，損害賠償債権が成立
したことまで否定されるわけではなく，かつ，相殺の場合には，相殺権者の出捐によっ
て債権が消滅するのであり，保険給付によって塡補されるべき損害は生じているとされ
ている 17）。以上のような経緯をふまえれば，民法（債権関係）部会の議論においては，
一貫して，相殺によって債権が消滅したことは出捐であり責任保険の会社の保険給付の
義務には影響を与えないという立場が一定の説得力をもって展開されているとみること
ができよう。民法（債権関係）の改正に関する中間試案の補足説明（以下「中間試案補足
説明」という。）においても，反対説からの懸念を紹介しつつも，「不法行為に基づく損
害賠償債権を受働債権とする相殺が認められたからといって，それによって保険会社
の責任保険の保険給付義務が消滅するわけではない。」とされている 18）。これに関連し
て，興味深いのは，民法（債権関係）部会第 47 回議事録における，山下委員からの，「双
方が責任保険に加入している場合，保険給付はきちんと出るのだからそれでいいのでは
ないかという理由付けなんですが，合理的な保険者であればそうやってくれるかと思う
のですが，絶対こうなるという保証はあるのかどうか若干引っ掛かっていまして，も
し 509 条の禁止を緩めるということであれば，責任保険が実務上どうなっていくかとい
うあたりを慎重に確認した上で進めるべきかという感じを持ちました」という発言であ
る 19）。発言内においては「合理的な保険者」という表現を用いているが，発言の趣旨
は，むしろ，保険会社の責任保険の保険給付義務が相殺によって影響を受けないという
考え方が法的解決として正当でありかつ合理的であると認めながらも，実務運用上，こ
の合理的な見解が広く実務で共有されて運用に反映されるのか，場合によっては相殺に
よって消滅したという理由で保険会社から給付を拒否されることが生じて被保険者が負
担を強いられることがないのかという懸念を示したものと評価することもできよう。後
述するように，倉田元判事が過失物損の場合においてさえも相殺の禁止を主張した背景
には，相殺が許容された結果生じる実務上の運用に対する懸念があったと考えられるの
であるが，山下発言にも同様な意味の懸念が示されていると考えられる。
⑶　要綱案までの議論
　新民法 509 条は，中間試案後，議論を経て，2014（平成 26）年 8月 26 日には要綱仮
案として提示され，2015（平成 27）年 2月 10 日には要綱案として提示され，その後，
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国会にて修正を経ることなく成立した。
　この間，責任保険が付けられている場合の双方物損における交叉的不法行為について
は，民法（債権関係）部会資料 69B で言及されており，再度，同部会第 79 回会議にて
議論がされている。
　同部会資料 69B の 4頁において，「不法行為債権を受働債権とする相殺を可能とした
からといって，それによって保険会社の責任保険の保険給付義務が消滅するわけではな
い。すなわち，損害賠償請求権が相殺で消滅したとしても，損害賠償請求権が成立した
ことまで否定されるものではなく，かつ，相殺の場合には，相殺権者の出えんによって
債権が消滅するのであり，保険給付によって填補されるべき損害は生じているといえる
ので，相殺がされたとしても責任保険の保険給付を受ける権利は失われないと考えられ
る。このように考えると，不法行為債権を受働債権とする相殺を認めたとしても，双方
が責任保険に加入しているような場面では，双方が保険給付を受けられるのであるか
ら，相手方の保護に欠けることにはならないと考えられる。」として，保険給付には影
響しないという立場が明確に述べられている 20）。加えて，一方当事者のみが責任保険
に加入している場合等について，相殺を禁止する方が責任保険に加入していない当事者
にとっては利益となるとしながらも，同時に，責任保険に加入していない当事者が無資
力であるときに相殺の可否が問題になるところ，責任保険制度は相手方に対して負担し
た損害賠償責任を塡補することを目的とするものであって自らに生じた損害を塡補する
ものでないという点や，責任保険に加入していない当事者に少なくとも過失がある場合
が多いという点を考慮すると，当事者の無資力のリスクを，（相殺を禁止するという形で）
責任保険に加入していた当事者に負担させてまで，被害書保護という趣旨を貫徹するこ
とが適当かどうかについて議論の余地があると思われると指摘されている 21）。
　当該資料が検討された民法（債権関係）部会第 79 回会議では，「それによって保険会
社の責任保険の不法行為債権を受働債権とする相殺を可能にしたからといって，保険会
社の責任保険の保険給付義務が消滅するわけではない。」という見解が前提にされてい
る。責任保険と交叉的不法行為の点については，同部会第 79 回の議事録をみれば，中
田委員の発言において「理由付けの点だけなんですけれども，責任保険との関係が 4
ページで述べられております。相殺で損害賠償請求権が消滅したとしても保険は払われ
るということで，なるほどとは思ったのですが，実務的に本当に払われるかということ
と，それから，直接請求の場合にどうなるのかということも，検討する必要がある」と
思ったという発言があり，やはり実務上の運用に関心が寄せられている 22）。
　以上をふまえると，民法（債権関係）部会においては，不法行為債権を受働債権とす
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る相殺を可能としたからといって保険会社の責任保険の給付義務が消滅するわけではな
いということについては，部会での認識が収斂するにいたったといってよいだろう。上
述した有力見解，すなわち，自動車の衝突事故の場面で当事者双方とも責任保険に加入
しているときには，相殺によって双方の受ける賠償額を減額するよりも相殺を認めない
方が，それぞれが相手方の損害保険会社から全額の弁済を受けさせることになるため，
509 条の趣旨に適うという有力見解については，その立場は一応紹介されているものの，
その立場への反論に重点が置かれるよりも，実務上の運用が果たしてうまくいくのかと
いう点に部会内の関心が向けられていることが資料上は確認される。
3．新法下での状況
　改正法下において，すでに，交通事故関係の業務を取り扱う実務家から交通事故実務
の重要な問題点であるとの指摘がされている。そこでの主たる問題関心は，相殺により
責任保険給付が限定されるという運用がなされるとすれば，これは当事者の意思にも反
しており責任保険の趣旨との関係でも不当であることを確認し，適切な実務の運用を実
現するところにある 23）。新民法についての一般概説書においても，本問題点は指摘さ
れている。ただし，立案過程で前提とされていたと上で述べた立場，すなわち不法行為
債権を受働債権とする相殺を可能としたからといって，それによって保険会社の責任保
険の給付義務が消滅するわけではないという立場を議論の余地のない前提としていると
まではいえない。むしろ，相殺によって損害賠償債務が消滅しても保険会社の給付義務
が消滅するわけではないという理解を前提とするという留保つきであったり 24），ある
いは上で紹介した物損同士の交叉的不法行為の場合に相殺を許さないとした最高裁昭和
49 年判決の結論に別の理由から賛同する倉田元判事等の見解に賛同している見解を示
すものもあったりしている 25）。
　立案過程の資料や議論をふまえると，相殺によって損害賠償債務が消滅しても保険会
社の給付義務が消滅するわけではないというのは一応は確立された解釈のようにもみえ
るものの，反対説の立場を完全に排除する程度にまで確立されたものとまではいえない
だろう。また，実務上の運用という別の観点からは，相殺をしたことにより保険会社か
ら給付を拒絶されるという懸念は完全に払拭されたとまではいえない。このため，責任
保険制度の視点から，責任保険がある場合の双方物損事故による交叉的不法行為におけ
る相殺が責任保険給付にどのような影響を与えるのか，物損事故における責任保険のあ
り方との関連での一定の検討は意義があるものと考える。
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Ⅲ　双方物損事故場面における責任保険のあり方
1．交通事故の実務での状況
　従来，交通事故実務においては，双方に過失がある場合における物損事故の場合には，
509 条の文言により一方当事者からの相殺の主張は許されず，この結論を採用する最高
裁昭和 49 年判決の存在をふまえ，法定相殺はおこなわれていない。他方，相殺合意が
ある場合には，実務上，示談書を交わして相殺契約に基づいて相殺をおこなっているの
が通例であるとされる 26）。ただし，実際上どのような内容の相殺契約がなされるのか
については約款上にその取り扱いには明記している約款を発見することはできなかっ
た 27）。
　責任保険と相殺との関係については，翻って考えてみると，当事者が双方とも責任保
険に加入している場合においては，むしろこの扱い，つまり相殺による消滅を認めない
扱いは，経済的にみれば至極当たり前である。というのは，事故が発生した場合の保険
者と被保険者との関係は，以下のようなプロセスをたどって進んでいくと考えられるか
らである。
　「損害賠償の責任を負うことによって生ずることのある損害をてん補する」としての
損害保険特約つまり責任保険特約（保険法 17 条 2 項）が適用される場合において，加害
者である被保険者は，被害者である相手方に対する損害の賠償をしたとき，保険者に対
し，その損害相当分を請求する権利を有し，被保険者自身が相手方に損害を支払った場
合には，被保険者は，この支払った金額を保険者である保険会社に求めることができる。
他方，被害者の直接請求権は保険法に規定はないものの，約款には一般に直接請求の規
定があるから，この約款に基づけば，加害者の被保険者の相手方たる被害者は，加害者
の保険者に対して，当該金額を請求する，いわゆる直接請求をすることもできる。
　そこで，実際上の取り扱いとしては，交叉的不法行為の場合においては，被保険者た
る双方当事者は，自己の保険者に対し自己の負担した損害賠償分を請求するか，あるい
は，双方が被害者の立場として，相互に加害者たる相手方の保険会社に対して直接請求
をすることになるのである。
　このような相殺によって保険会社の責任保険の給付義務が消滅しないという立場にお
いては，上述の事例に即して示すとすると，以下のような扱いになるだろう。A は，相
126 第 14 巻第 4号（2018）
殺により B に対する 100 万円の債権のうち 30 万円の債権が消滅するが，A は A 加入保
険会社から A 自身が消滅させた 30 万円についても保険金として受領できる。B は，相
殺により A に対する 30 万円の債権が消滅するわけだが，B は B 自身の加入保険会社か
ら B 自身が消滅させた 30 万円を保険金として受領できる。この理は，B が A に対して
相殺の意思表示をした場合についても同様にあてはまる。
　経済的実質をみれば，このような取り扱いによって，それぞれの被保険者は，自己の
損害について保険会社からの支払いを受ける一方で自己の保険の等級が下がることによ
る保険料の増額という不利益を除けば，負担を負わないのであり，むしろそれこそが，
保険契約を締結する目的であるといえよう。実際，上述したことを総合すれば，民法（債
権関係）改正の立案過程においても，責任保険に入っている者に不利益を生じさせるべ
きではないということは，民法（債権関係）部会の議論において十分に意識されてきた。
保険契約をした当事者とりわけ受働債権を有する側の当事者は，保険料を支払っている
にもかかわらず，相手方の相殺により本来取得できるはずの額を取得できなくなること
を望まないであろうから，結論的には，こうした結論になるのが適切であろう。問題は
理論的にどのようにこの合理的な結論を構成するかである。
2．責任保険契約における塡補義務と被保険者の債務の消滅について
　Ⅱでみてきたように，相殺によって責任保険者の塡補義務は消滅しないという立場
は，以下のようなものである。責任保険契約とは，保険法 17 条 2 項に基づき，「損害賠
償の責任を負うことによって生ずることのある損害をてん補する」損害保険契約であっ
て損害賠償債務は成立していて，それが後日相殺により消滅したというにとどまるか
ら，保険会社の給付義務に影響を与えるものではないという立場である。
　しかし，果たして，この責任保険契約の定義に基づき，当然に，保険会社の給付義務
は認められるとまでいえるのだろうか。責任保険契約とは，被保険者が第三者に対して
一定の財産的給付をする法的責任を負担したことによって被る損害を塡補するものであ
ることから，被保険者が第三者に対して法的責任を有していることが必要である。しか
し，問題は，この法的責任をめぐり， 1）被保険者の法的責任が一旦成立して負担しさ
えすれば，その後に消滅した場合でも「責任を負う」といえるのか，それとも 2）被
保険者の法的責任が一旦成立してもその後消滅すれば「責任を負う」といえないのか，
あるいは， 3）被保険者の法的責任が一旦成立してその後消滅した場合のうち被保険者
の出捐によって消滅した場合に限り「責任を負う」といえるのか，のいずれであるのか
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ということである。仮に 1）であれば，相殺のみならず混同や免除によって消滅した
場合も保険会社は塡補義務を負う余地がある。 3）であれば，出捐の伴う相殺による消
滅については保険会社は塡補義務を負うが，免除による消滅については塡補義務を負わ
ないことになろう。 2）であれば，相殺によって消滅すれば保険会社は塡補義務を負わ
ないことになる。仮に 2）の立場を採用すれば，責任保険契約という加害者保護をも
目的とする保険において，保険会社が塡補義務を負わないという経済的に不合理な結果
をもたらさないためには，新民法 509 条は責任保険が用いられうる場面では適用がない
という，いわゆる縮小解釈をすることになろう。保険法 17 条 2 項の文言自体は，これ
ら 3通りのいずれの解釈を採用することが可能であり，この 3つの解釈いずれも，規約
として会話が成り立たないという程度の解釈ではない。
　上述したように， 2）の立場を強力に主張するのは，倉田元判事である。倉田元判事
は，賠償責任額が保険責任額となり，保険者は，相殺の差額のみの範囲において被保険
者に対し責任を負うに過ぎないとされる 28）。この倉田元判事の立場は，責任保険契約
において被保険者が賠償責任を現実に負担することが保険給付の前提であると理解すれ
ば，整合的に説明することができる。しかし，では何故そのように解するべきかについ
ては，必ずしも理論的根拠は明らかではない 29）。しかし，着目すべきなのは，相殺を
禁止する最高裁昭和 49 年判決の結論を支持した倉田元判事が強調するのは，理論的な
視点よりもむしろ実務的な視点，相殺を許すことになれば，実質的に単一責任主義をと
ることになり，差し引きで計算をされることになりうる不都合性への視点である。
　倉田元判事は，実務上，賠償責任保険の付保率が高いことを前提にして，自動車保険
約款改訂時に単一責任主義的な塡補をするシングル方式から交叉責任主義的な塡補をす
るクロス方式に査定方式を切り替えられたことを取り上げ，このクロス方式の実務は明
文の根拠があるわけではないから，裁判例が単一責任的運用に固まるとその影響で元に
戻る可能性もありうるとし，もしシングル方式に戻れば，自動車保険の被保険者にとっ
て不利な運用になってしまうということへの懸念を示している。以前は，一個の損害賠
償債権が生じるに過ぎない単一責任主義的査定が採用されていたが，この場合，実際に
は支出していながら保険金で塡補されない部分を生じた被保険者と保険会社とのトラブ
ルが絶えなかったということが紹介される。したがって，交叉的不法行為の場面で，単
一責任主義から，別々の二個の不法行為が存在して，それぞれの過失割合に応じて賠償
請求権が存在するという交叉責任主義を採用したとしても，相殺を許すという解釈が判
例に採用されることにより，事実上，双方の損害額を合算し，過失割合によって案分し，
受取勘定になる方から他方への一個の賠償請求権が発生するに過ぎないという単一責任
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主義をとったと同じ結果となってしまうとするのである 30）。
　新民法 509 条をめぐる立案過程においても，交叉的不法行為で相殺をおこなった場合
に塡補義務が消滅したかのように扱われる危険性がある実務上の懸念が示されており，
この実務上の扱いについては，責任保険が適用される双方物損事故の場面で，十分に注
意をしなければならないだろう。
　他方，保険法の論者からは，相殺によっても責任保険者の給付義務に影響をしないと
いう見解も有力に唱えられ，倉田元判事の見解に対する批判もされている。ただし，そ
の理論構成は一致しておらず，経済的実質に着目して，被保険者は本来支払われるべき
保険金が無駄になることを承知して相殺の意思表示をする筈はない等の実質的な理由か
ら，相殺によって支払保険金の額は全く影響を受けないとする見解や 31），被保険者の
損害を第三者と被保険者との間で確定される具体的な債務の負担であると解する見解等
がある 32）。批判説のうち，注目すべきは，以下に述べる倉沢教授の見解である。
　倉沢教授は，保険事故の意義をめぐる見解対立をふまえて，当該問題を検討した上で，
いずれの説を採っても基本的には相殺は責任保険者の給付義務には影響はないものの，
保険金支払いの要件によっては責任保険者の給付義務に影響する余地を指摘する。責任
保険は，上述したように，被保険者が第三者に対して一定の財産的給付をなすべき「法
的責任を負担したことにより被る損害」を塡補することを目的とするわけだが，保険事
故の意義をめぐっては，「法的責任を負担したことにより被る損害」について，一般に，
損害事故説，請求事故説，責任負担説の三説に分かれている。このうち，損害事故説と
は，第三者に損害をもたらした損害事故を保険事故とし，請求事故説とは，被保険者が
その法的責任につき，裁判上または裁判外において，第三者から請求を受けたことを
もって保険事故とする説であるとされる。この二つの説にたてば，いずれも保険事故は，
相殺をおこなう前に発生しているといえるから，当然に責任保険給付には影響がないこ
とになろう 33）。しかし，被保険者の責任負担の確定をもって保険事故とする立場であ
る責任負担説を採用する場合には，もう少し複雑である。仮に裁判上の確定をもって保
険事故としている場合には，相殺権の行使は裁判外のみならず裁判上でなされた場合で
あっても，責任保険給付の減額をもたらすことになるはずである。しかし，責任負担説
の論者は，裁判上の確定ではなく実体的な責任負担の事実そのものと捉えており，結局，
保険事故の発生は損害事故説と同一となり，相殺をおこなっても責任保険給付には影響
がないという結論になるとされる 34）。以上のように，倉沢教授は，保険事故について
どの立場を取ろうと基本的には責任保険の給付額は相殺により影響を与えられないとし
ながらも，保険金支払いの要件として，被保険者の損害賠償金の履行後に保険金支払い
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をなすものと約定されている場合には相殺により影響を受ける可能性があることを指摘
した上で，理論的に，相殺以前の段階で保険事故とそれによる損害は発生している以上，
責任履行による財産の滅失損害ではなく，法的責任負担そのものが，被保険危険である
とし，相殺は，相互的な責任履行の一態様に過ぎないから相殺によって責任保険の給付
は影響を受けるべきでないとする 35），36）。
3 ．小　括
　双方物損事故場面における責任保険のあり方としては，新民法立案過程で前提にされ
てきたように，保険者が責任保険を締結する合理的意思や経済的実質にふまえれば，相
殺により責任保険の給付額は影響を受けるべきではない。また，相殺によっても責任保
険者の給付義務に影響をしないという上述の見解を採用することにより，理論的にも，
裁判上のみならず裁判外の相殺がなされた場合にも相殺により保険会社の給付額が影響
を受けないという正当化をすることは十分に可能であると考える。責任保険契約が，保
険法 17 条で規定される「損害賠償の責任を負うことによって生ずることのある損害を
てん補する」損害保険契約であることに照らしても，相殺がおこなわれる場合も損害賠
償債務は成立している点では相違なく，法的責任負担自体が責任保険によって担保され
るべき危険であると構成することができるのである。ただし，倉田元判事や民法立案過
程において懸念が示されているように，実務上の運用については十分に留意が必要であ
る。責任保険の実務において，保険契約約款上の文言が相殺により損害塡補が限定され
ると趣旨の文言が採用されたり，あるいは損害塡補の限定するものと現場で受け取られ
る余地のある文言が採用される可能性は否定できない。このような場合には，損害塡補
の限定自体は，保険契約の経済的な合理性や当事者の意思，責任保険契約の理論的枠組
みと抵触の恐れがあるとしても，実務上の運用として，被保険者の地位が不利益を受け
る危険性があり，こうした事態を回避するため，新民法下の約款の文言作成についても，
被保険者が不利益を受けないような十分な注意が必要であると考える。
Ⅳ　結　び　に
　以上，改正前民法 509 条において議論されてきた相殺と責任保険金の問題が新民法
509 条によりどのような影響を受けるのかをめぐり，問題の所在，立案過程でどのよう
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に扱われたか，そして，責任保険における保険事故，損害の負担との関連性をふまえて，
相殺により責任保険給付が影響を受けないことを正当化するような経済的側面と法的な
側面での議論とこれへの反論を紹介した上で，責任保険に加入していることが一般的な
交通事故の場面において発生した過失による物損という交叉的不法行為においても，理
論的にも実務的にも新 509 条の適用は正当化されうることを確認した。
　しかし，新民法 509 条下での実務上の運用については留意すべきであり，とりわけ注
意すべきは約款の文言であることも同時に確認した。すなわち，約款の文言については，
相殺がおこなわれたことにより被保険者が実務上不利益を受けないような文言とするこ
とが重要といえよう。したがって，最後に，こうした立場に整合的な約款の文言の内容
作成についても簡単に言及したい。倉沢教授が示唆するように，約款の文言によっては
当該結論が否定される余地もあり得るからである。現行法下における典型的な約款文言
としては，たとえば「当社は，ご契約のお車の所有，使用または管理に起因して他人の
財物を滅失，破損または汚染すること（以下「対物事故」といいます。）により，被保険者
が法律上の損害賠償責任を負担することによって被る損害に対して，この対物賠償責任
条項および基本条項に従い，対物賠償保険金を支払います。」という文言がある。この
文言上の「損害賠償責任を負担」という文言は，履行による責任と解する余地もありえ
る。したがって，相殺がおこなわれた場合に被保険者が不利益を受けないということを
確実にするためには，この約款にある損害賠償責任とは法的責任負担自体であって，現
実に弁済により履行したことには限られないということが一義的に明確になるような文
言が用いられるべきであり，それにより被保険者の混乱や不利益等は避けられるといえ
るだろう。具体的な文言については，交通事故関係の業務を扱う実務法曹等からの提言
が待たれるところである。
注
1 ）　責任保険加入者が当事者である交叉的不法行為には，当事者双方とも責任保険加入者である場
合と一方のみが責任保険加入者である場合の双方を含むものとする。
2）　新民法 509 条但書において，受働債権の債権者がその債務に係る債権を他人から譲り受けたと
きは，相殺を禁止する必要性はないため，例外として相殺することができると規定される。
3）　故意による不法行為と悪意による不法行為とは区別されるべきか，区別されるとしたらどのよ
うに区別されるのかが問題となる。故意による不法行為の主観的態様は様々であるため故意によ
る不法行為すべてが不法行為誘発の防止の趣旨と抵触するわけではなく，「悪意」による不法行為
とは，故意による不法行為をより限定したと捉えられる。なお 509 条の故意は加害行為の認識で
足りると判示している判例がある（最判昭和 32 年 3 月 5 日民集 11 巻 3 号 395 頁）。新民法 509 条
にいう「悪意」という表現は，破産法 253 条 1 項 2 号の非免責債権について用いられる「破産者
が悪意で加えた不法行為に基づく損害賠償請求権」という表現と同様である。本条 1号における
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「悪意」という表現が用いられたのも，この破産法の条項における「悪意」の解釈の通説である害
意説，すなわち故意だけでは不十分で積極的意欲までも必要であるとする見解を採用されたもの
とされている（潮見佳男『民法（債権関係）改正法の概要』（きんざい，2017 年）197 頁）。よっ
て，積極的意欲まで伴わない通常の故意は含まれないと解される。参照，民法（債権関係）部会
資料 69B，3-4 頁『「損害を与える意図」とは，破産法第 253 条第 1項第 2号の「悪意」を書き下
す趣旨で用いたものであり，同号の運用をめぐる実態について特段の問題が指摘されているよう
には思われない』，『破産法第 253 条第 1項が，「破産者が故意又は重大な過失により加えた人の生
命又は身体を害する不法行為に基づく損害賠償請求権」を免責の対象外とする一方で，これ以外
の不法行為に基づく損害賠償請求権は，「破産者が悪意で加えた」ものに限定している（同項第 2
号，第 3号）』。
4）　新民法の条文においては，「人の生命又は身体の侵害による損害賠償の債務」と規定されており，
不法行為に限定されず，人の生命，身体の侵害による損害賠償債務を生じさせる債務不履行（い
わゆる保護義務・安全配慮義務違反等）に基づく損害賠償債権を包含するものとされている。前
掲注 3）潮見。
5）　『詳解　債権法改正の基本方針　契約および債権一般（2）』60 頁（商事法務，2009 年）。
6）　最高裁昭和 49 年判決は判決文で最判昭和 32 年 4 月 30 日民集 11 巻 4 号 645 頁を参照している
が，これは人損と物損のケースである。
7）　前掲注 3）潮見。
8）　双方の過失による同一の事故によって生じた損害賠償債権相互間について，下級審判決におい
ては，民法 509 条の適用を否定し，相殺を認めるものがある（横浜地判昭和 41 年 11 月 10 日（判
タ 202 号 140 頁），東京地判昭和 43 年 3 月 30 日（判時 519 号 71 頁），東京地判昭和 44 年 9 月 23
日（判時 602 号 76 頁）等。他方，最判昭和 54 年 9 月 7 日（判例時報 954 号 29 頁）（双方の債権
が物損の場合）は民法 509 条の適用を認める。なお，この昭和 54 年最高裁判決においては，「当
事者双方の過失に起因する同一の交通事故によって生じた物的損害に基づく損害賠償債権相互間
においては，相殺が許される」とする大塚喜一郎裁判官の反対意見がある。学説としては，最高
裁昭和 49 年判決に際し，自動車の衝突事故のような同一事実からは双方に損害賠償請求権が発生
し，それぞれ相殺しうると説く学説も有力であるとされた。乾照三『注釈民法（12）』432 頁（有
斐閣，1970 年）。
9）　倉田卓治『交通事故賠償の諸相』266 頁以下（日本評論社，1976 年）。
10）　潮見佳男『プラスティス民法　債権総論（第 4版）』（信山社，2012 年）431 頁。また，中田裕
康『債権総論』（岩波書店，2013 年）も，近時の見解として，「損害保険の発達に伴い，自動車事
故の事例では 509 条を積極的に適用し，保険給付を利用して，それぞれの損害賠償を現実にさせ
ることが被害者保護に資するという見解が有力であるとする」と記述する。ただし，これらの見
解は，不法行為被害者に現実の給付を得させるという理由付けに着目した上で自動車の事故を特
別な場合として扱うのであって，交叉的不法行為全般につき 509 条を適用すべきであるという主
張ではないことには注意が必要である。
11）　前掲注 5）・61 頁。
12）　民法（債権関係）部会の会議の議事録および資料は，http://www.moj.go.jp/shingi1/shingikai_
saiken.html で見ることができる。
13）　民法（債権関係）部会資料 10-2，48-49 頁。
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